
２ ． 改正後の『 人材確保等促進税制』

改正後は、 国内設備投資要件を撤廃した上

で、 人材育成への投資特典としての教育訓練

費の上乗せはそのままに、 新卒・ 中途採用に

よる外部人材の獲得をメインとした『 人材確

保等促進税制』 へと生まれ変わります。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

１ ． 従来の『 所得拡大促進税制』

中小企業者等が適

用できる『 所得拡大

促進税制』 は、 『 賃

上げ税制』 とは異な

り“ 賃上げ” の要件のみですが、 右上のよう

に2つあります。

これらの要件をすべて満たした場合の税額

控除は、 全体の賃上げ（ 増加額） がベースで

す。 また、 『 賃上げ税制』 と同様、 上乗せ措

置はありますが、 この場合の要件は『 賃上げ

税制』 と異なり、 教育訓練費の増加以外にも
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要件があります。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

２ ． 改正後の『 所得拡大促進税制』

改正により簡素化され、 賃上げ要件として

求められる値は“ 全体” のみとされました。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

いずれの改正も、 令和3年4月1日以降開始

事業年度（ 個人（ 所得税） は令和4年分） か

ら適用開始となります。

 継続雇⽤者の賃上げ
要件

 全体の賃上げ要件

(※) 経済産業省HP「 令和3年度 経済産業関係 税制改正について」 https: //www. meti . go. j p/mai n/yosan/yosan_fy2021/pdf/zei sei . pdf

税理士法人石井会計

節税保険をめぐる行政処分について

1. 業務改善命令の要旨

2. 名義変更プランの仕組み

3. 金融庁の判断
(1) 低解約返戻金型逓増定期保険を利用した節税を、租税回避行為と判断した
(2)

【参考】国税庁が発表した税制改正による節税保険の販売停止（19年2月）

　金融庁は7月14日「節税保険」の販売をめぐり、マニュライフ生命保険に対し保険業法に基づく業務
改善命令を出しました。
　租税回避行為を指南するような営業手法や節税保険の開発・販売実態について組織性や悪質性が高い
と判断、節税保険をめぐる行政処分は初めてとなります。
　マニュライフ生命保険では「名義変更プラン」と呼ばれる商品を前面に押し出して販売。金融庁は、
節税効果を強調し本来の趣旨から逸脱した販売手法を問題視し、行政処分を下しました。

　名義変更プランで多く用いられるのは「解約返戻金が最初は低く設定され、一定期間経過後大きく上
昇する」法人保険（主に介護保険や、低解約返戻金型逓増定期保険）です。
　個人名義に変更するためには、個人はその保険を名義変更時点での解約返戻金相当額で買い取ること
になりますが、その時点での解約返戻金の額は低いため、法人が払ってきた保険料と比べ負担が抑えら
れます。また、法人についても名義変更時に損金を計上することができるというメリットがあります。

　この仕組みを利用し、名義変更前は保険料を損金算入し法人税を節税、役員への退職金に備え、さら
に個人名義へ変更した後の解約返戻金については個人の「一時所得」の扱いとし、特別控除などの税法
上のメリットを受けることができるため、税負担を抑えることが可能となっていました。

19年の国税庁による所得税法基本通達の改正にも関わらず「個人年金保険」による「名義変更
プラン」を抜け道として営業推進したことを悪質性が高いと判断した

　逓増定期保険、⾧期平準定期保険、生活障害保険、終身がん保険など、法人保険による節税効果が
高い「解約返戻率が50％以上」となる商品については、課税方法の見直しがありました。国税庁は
「租税回避」のための保険活用に対して厳しい姿勢で臨んでいることがうかがえます。
　なお、2019年7月7日以前の契約については遡りません。（19年6月、国税庁通達）

最高解約返戻率 損金割合

85％超 保険期間開始から10年は1割、それ以降は3割

50％以下 全額
50％超～70％以下 6割
70％超～85％以下 4割


